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  私たちは、私立学校法第３７条第３項及び学校法人八戸工業大学寄附行為第１６条 

の規定に基づき学校法人八戸工業大学の平成２６年度（平成２６年４月１日から平成 

２７年３月３１日まで）の業務並びに財産の状況について監査を行いました。 

私たちは監査にあたり、理事会および評議員会に出席し、理事から業務の報告を聴

取し、財産目録及び計算書類（資金収支計算書、消費収支計算書、貸借対照表）を閲

覧するなど必要と思われる監査手続きを実施しました。 

  監査の結果、学校法人八戸工業大学の業務及び財産に関する不正の行為又は法令 

若しくは寄付行為に違反する重大な事実のないことを認めました。 

  

 

                                    以 上 



（単位　円）

　　　科　　　　目 　　　予　　　　算 　　　決　　　　算 　　　差　　　　異

　 学生生徒等納付金収入 2,263,220,000 2,264,576,383 △ 1,356,383

　 手数料収入 43,340,000 41,294,956 2,045,044

　 寄付金収入 6,900,000 19,727,512 △ 12,827,512

　 補助金収入 865,990,000 853,791,626 12,198,374

     国庫補助金収入 315,380,000 284,696,116 30,683,884

     地方公共団体補助金収入 550,610,000 569,095,510 △ 18,485,510

　 資産運用収入 29,270,000 28,567,294 702,706

　 資産売却収入 200,000,000 200,000,000 0 

　 事業収入 26,540,000 62,128,132 △ 35,588,132

　 雑収入 174,290,000 194,674,291 △ 20,384,291

　 前受金収入 368,470,000 343,294,112 25,175,888

　 その他の収入 364,933,471 327,378,015 37,555,456

　 資金収入調整勘定 △ 849,823,615 △ 909,100,132 59,276,517

　 前年度繰越支払資金 2,026,478,888 2,026,478,888

　 収 入 の 部 合 計 5,519,608,744 5,452,811,077 66,797,667

　　　科　　　　目 　　　予　　　　算 　　　決　　　　算 　　　差　　　　異

　 人件費支出 2,500,440,000 2,539,923,892 △ 39,483,892

　 教育研究経費支出 641,680,000 674,499,400 △ 32,819,400

　 管理経費支出 196,980,000 194,847,896 2,132,104

　 施設関係支出 73,440,000 71,901,033 1,538,967

　 設備関係支出 93,040,000 64,276,397 28,763,603

　 資産運用支出 361,450,000 325,698,000 35,752,000

　 その他の支出 461,965,590 487,326,449 △ 25,360,859

( 0)

40,000,000 40,000,000

　 資金支出調整勘定 △ 349,780,000 △ 338,721,932 △ 11,058,068

　 次年度繰越支払資金 1,500,393,154 1,433,059,942 67,333,212

　 支 出 の 部 合 計 5,519,608,744 5,452,811,077 66,797,667

　〔 予 備 費 〕

  資 金 収 支 計 算 書　

平成２６年 ４ 月  １日から

平成２７年 ３ 月３１日まで

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部



（単位　円）

　　　科　　　　目 　　　予　　　　算 　　　決　　　　算 　　　差　　　　異

　 学生生徒等納付金 2,263,220,000 2,264,576,383 △ 1,356,383

　 手数料 43,340,000 41,294,956 2,045,044

　 寄付金 7,900,000 21,900,377 △ 14,000,377

　 補助金 865,990,000 853,791,626 12,198,374

     国庫補助金 315,380,000 284,696,116 30,683,884

     地方公共団体補助金 550,610,000 569,095,510 △ 18,485,510

　 資産運用収入 28,510,000 27,858,944 651,056

　 事業収入 26,540,000 62,128,132 △ 35,588,132

　 雑収入 201,000,000 207,497,842 △ 6,497,842

　 帰属収入合計 3,436,500,000 3,479,048,260 △ 42,548,260

　 基本金組入額合計 △ 76,970,000 △ 24,341,682 △ 52,628,318

　 消費収入の部合計 3,359,530,000 3,454,706,578 △ 95,176,578

　　　科　　　　目 　　　予　　　　算 　　　決　　　　算 　　　差　　　　異

　 人件費 2,443,070,000 2,475,252,562 △ 32,182,562

　 教育研究経費 1,128,560,000 1,070,981,357 57,578,643

　 管理経費 219,930,000 213,887,154 6,042,846

　 資産処分差額 0 6,764,665 △ 6,764,665

　 徴収不能引当金繰入額 4,400,000 10,846,707 △ 6,446,707

　 徴収不能額 0 420,000 △ 420,000

 (          0)

40,000,000 40,000,000

　 消費支出の部合計 3,835,960,000 3,778,152,445 57,807,555

　当年度消費支出超過額 476,430,000 323,445,867

　前年度繰越消費支出超過額 5,246,214,801 5,246,214,801

　基本金取崩額 318,900,000 303,373,808

　翌年度繰越消費支出超過額 5,403,744,801 5,266,286,860

　〔 予 備 費 〕

  消 費 収 支 計 算 書　

平成２６年 ４ 月  １日から

平成２７年 ３ 月３１日まで

収　　入　　の　　部

支　　出　　の　　部



（単位　円）

　　　　　　 科　　　　　　　目 本年度末 前年度末 増　　減

　 固 定 資 産 13,738,972,834 14,099,872,787 △ 360,899,953

　　 有形固定資産 9,137,058,095 9,420,088,807 △ 283,030,712

　　　 土　　　地 3,201,143,084 3,201,143,084 0

　　　 建　　　物 4,501,996,233 4,686,851,020 △ 184,854,787

　　　 構　築　物 160,972,445 187,167,780 △ 26,195,335

　　　 教育研究用機器備品 524,321,258 601,454,222 △ 77,132,964

　　　 その他の機器備品 15,071,016 17,251,121 △ 2,180,105

　　　 図　　　書 716,539,073 719,399,879 △ 2,860,806

　　　 車　　　輌 1,830,186 5,687,701 △ 3,857,515

　　　 建設仮勘定 15,184,800 1,134,000 14,050,800

　　 その他の固定資産 4,601,914,739 4,679,783,980 △ 77,869,241

　　　 借　地　権 2,678,000 2,678,000 0

　　　 電話加入権 3,553,818 3,553,818 0

　　　 施設利用権 307,303 421,674 △ 114,371

　　　 ソフトウェア 755,150 1,468,300 △ 713,150

　　　 有 価 証 券 1,105,930,725 1,105,941,075 △ 10,350

　　　 退職給与引当特定資産 780,578,018 857,609,388 △ 77,031,370

　　　 減価償却引当特定資産 2,680,000,000 2,680,000,000 0

　　　 第３号基本金引当資産 28,061,725 28,061,725 0

　　　 保　証　金 50,000 50,000 0

　 流 動 資 産 1,533,303,865 2,170,476,732 △ 637,172,867

　　　 現 金 預 金 1,433,059,942 2,026,478,888 △ 593,418,946

　　　 未 収 入 金 71,686,432 122,602,106 △ 50,915,674

　　　 貯　蔵　品 84,480 161,832 △ 77,352

　　　 短期貸付金 0 420,000 △ 420,000

　　　 前　払　金 26,859,825 18,844,608 8,015,217

　　　 仮　払　金 1,613,186 1,969,298 △ 356,112

　 資 産 の 部 合 計 15,272,276,699 16,270,349,519 △ 998,072,820

　　　　　　 科　　　　　　　目 本年度末 前年度末 　　増　　減

　 固 定 負 債 823,396,451 901,038,337 △ 77,641,886

　　　 退職給与引当金 806,168,521 883,649,415 △ 77,480,894

　　　 長期未払金 5,703,930 5,864,922 △ 160,992

　　　 長期預り金 11,524,000 11,524,000 0

　 流 動 負 債 867,891,471 1,489,218,220 △ 621,326,749

　　　 未　払　金 321,518,575 441,215,590 △ 119,697,015

　　　 前　受　金 343,294,112 826,533,615 △ 483,239,503

　　　 預　り　金 203,071,784 221,469,015 △ 18,397,231

　　　 仮　受　金 7,000 7,000

　 負 債 の 部 合 計 1,691,287,922 2,390,256,557 △ 698,968,635

　　　　　　 科　　　　　　　目 本年度末 前年度末 　　増　　減

　 第　１　号　基　本　金 18,456,213,912 18,735,246,038 △ 279,032,126

　 第　３　号　基　本　金 28,061,725 28,061,725 0

　 第　４　号　基　本　金 363,000,000 363,000,000 0

　 基本金の部合計 18,847,275,637 19,126,307,763 △ 279,032,126

　　　　　　 科　　　　　　　目 本年度末 前年度末 　　増　　減

　 翌年度繰越消費支出超過額 △ 5,266,286,860 △ 5,246,214,801 △ 20,072,059

　 消費収支差額の部合計 △ 5,266,286,860 △ 5,246,214,801 △ 20,072,059

　　　　　　 科　　　　　　　目 本年度末 前年度末 　　増　　減

　負債の部基本金の部及び消費収支
  差額の部合計

15,272,276,699 16,270,349,519 △ 998,072,820

 消　費　収　支　差　額　の　部

資　　　産　　　の　　　部

貸　借　対　照　表
平成２７年 ３ 月３１日

負　　　債　　　の　　　部

基　　本　　金　　の　　部



科　　　　目

　一　資産総額

　（一）基本財産 円

　　１　土地 789,903.64 ㎡ 3,201,143,084 円

　　　　（法人）    ( 468,594.89 ㎡)    ( 362,137,797 円)

　　　　（八戸工業大学）    ( 182,347.00 ㎡)    ( 1,112,733,604 円)

　　　　（八戸工業大学第一高等学校）    ( 57,815.00 ㎡)    ( 930,149,462 円)

　　　　（八戸工業大学第二高等学校）    ( 76,398.75 ㎡)    ( 743,799,329 円)

　　　　（さくら幼稚園）    ( 4,748.00 ㎡)    ( 52,322,892 円)

　　２　建物 88,032.12 ㎡ 4,501,996,233 円

　　　　（法人）    ( 1,948.93 ㎡)    ( 55,908,795 円)

　　　　（八戸工業大学）    ( 56,790.61 ㎡)    ( 3,052,106,426 円)

　　　　（八戸工業大学第一高等学校）    ( 15,544.49 ㎡)    ( 619,840,904 円)

　　　　（八戸工業大学第二高等学校）    ( 12,437.74 ㎡)    ( 729,675,356 円)

　　　　（さくら幼稚園）    ( 1,310.35 ㎡)    ( 44,464,752 円)

　　３　構築物 219 式 160,972,445 円

　　４　図書 716,539,073 円

　　５　教具・校具・備品 11,225 点 539,392,274 円

　　６　車輌 14 台 1,830,186 円

　　７　建設仮勘定 15,184,800 円

　（二）運用財産 円

　　１　預金・現金 1,433,059,942 円

　　　（１）預金    ( 1,432,469,506 円)

　　　（２）現金    ( 590,436 円)

　　２　特定資産 3,460,578,018 円

　　３　第３号基本金引当資産 28,061,725 円

　　４　有価証券 1,105,930,725 円

　　５　貯蔵品 84,480 円

　　６　未収入金 71,686,432 円

　　７　電話加入権 3,553,818 円

　　８　前払金 26,859,825 円

　　９　仮払金 1,613,186 円

　　10　保証金 50,000 円

　　11　借地権 2,678,000 円

　　12　施設利用権 307,303 円

　　13　ソフトウェア 755,150 円

合　　　　計 円

　二　負債総額

　　１　固定負債 823,396,451 円

　　　（１）退職給与引当金    ( 806,168,521 円)

　　　（２）長期未払金    ( 5,703,930 円)

　　　（３）長期預り金    ( 11,524,000 円)

　　２　流動負債 867,891,471 円

　　　（１）前受金    ( 343,294,112 円)

　　　（２）未払金    ( 321,518,575 円)

　　　（３）預り金    ( 203,071,784 円)

　　　（４）仮受金    ( 7,000 円)

合　　　　計 円

　三　正味財産(資産総額－負債総額) 円13,580,988,777

6,135,218,604

 150,869冊 124 種 5,887点 

財　産　目　録

平成２６年度末（平成２７年３月３１日現在）

9,137,058,095

15,272,276,699

1,691,287,922



財務の概要

＜参考＞経営分析指標

消費支出比率 低い値が良い

人件費依存率 低い値が良い

学納金比率
どちらとも
言えない

人件費比率 低い値が良い

教育研究経費
比率

高い値が良い

補助金比率 高い値が良い

寄付金比率 高い値が良い

帰属収支差額
比率

高い値が良い

指標名

＊寄付金の帰属収入に占める割合
　重要な収入源だが年度による増減幅が大きく，多くの寄付金を恒常的に確保することは
容易ではない。

＊帰属収入から消費支出を差し引いた帰属収支差額の帰属収入に占める割合
　この比率がプラスで大きいほど自己資金は充実。逆にマイナスの場合は基本金組入前で
既に消費支出超過の状態。マイナスの要因が一時的や臨時的である場合を別として，マイ
ナスが大きくなるほど経営は窮迫しいずれ資金繰りにも困難をきたすこととなる。

＊消費支出の帰属収入に対する割合　＜消費収支分析上で最も重要な指標＞
　この比率が低いほど自己資金は充実。逆に，100%を超えるということは，基本金組入
前で既に消費収支が赤字であり，著しく経営が窮迫していることを意味する。

＊国又は地方公共団体の補助金の帰属収入に占める割合
　学納金に次ぐ第二の財源。しかしながら，この比率が高いということは，学校法人独自
の自己財源である納付金やその他の収入が相対的に小さいことを示しており，国等の財政
事情による影響を受け易く経営に弾力を失う可能性がある。

＊学生生徒等納付金の帰属収入に占める割合
　帰属収入のなかで最大の比重を占める，重要な自己財源である。安定的に推移すること
が経営的には望ましい。

＊人件費の帰属収入に対する割合を示す重要な比率
　人件費は消費支出のなかで最大の部分を占めている。一旦上昇した人件費の低下を図る
ことは容易ではない。

＊教育研究経費の帰属収入に対する割合
　教育研究活動の維持・発展に不可欠なもので，消費収支の均衡を失しない限りにおいて
高くなることは望ましい。

＊人件費の学生生徒等納付金に対する割合を示す関係比率
　この比率は人件費比率及び納付金比率の大小により影響を受ける。一般的に人件費は，
学生生徒等納付金の範囲内に収まっていること，すなわち，100%を超えないことが経営
上では望ましい。
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消費収支計算の財務比率の推移 
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帰属収支差額比率 
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１.学生生徒納付金比率

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 学生生徒納付金/ 帰属収入×100

大   学 72.7 69.3 71.5 74.9 76.8 　高い低いどちらがいいとは言えないが

一   高 55.6 52.4 51.9 50.6 49.7 　安定的に推移するのがよい。

二   高 56.3 54.0 53.8 55.6 59.5

幼稚園 60.3 32.5 40.2 32.9 32.2

参考 22年度 23年度 24年度 25年度

74.9 74.1 73.8 72.4

66.6 69.3 71.4 69.6

53.4 52.0 51.4 51.2

49.7 47.7 46.6 ―

2.補　助　金　比　率

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度   補助金/帰属収入×100

大   学 18.1 19.4 18.6 15.5 15.0 　高い値がよいとされています。

一   高 37.6 37.1 36.5 36.7 35.1

二   高 38.0 36.7 36.9 35.4 36.8

幼稚園 35.9 44.7 49.7 51.7 65.2

参考 22年度 23年度 24年度 25年度

14.5 15.5 14.8 16.2

12.7 11.7 11.3 12.1

35.7 35.4 36.0 35.7

37.8 36.4 36.7 ―

同規模大学全国平均

理工系大学全国平均

高 校 青 森 県 平 均

幼 稚 園 青 森 県 平 均

　消費収支計算書関係比率の推移

同規模大学全国平均

理工系大学全国平均

高 校 青 森 県 平 均

幼 稚 園 青 森 県 平 均
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３.人件費比率

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度   人件費/帰属収入×100

大   学 63.5 59.3 65.2 62.3 63.1 　低い値がよいとされています。

一   高 81.6 80.8 78.7 80.9 75.4

二   高 83.4 76.5 80.4 76.8 70.2

幼稚園 91.9 85.2 78.2 87.6 80.1

参考 22年度 23年度 24年度 25年度

58.5 58.2 58.8 58.9

48.4 48.6 48.9 47.1

69.3 71.1 72.9 68.5

68.9 68.1 66.7 ―

4.人件費依存率

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度   人件費/学納金×100

大   学 87.4 85.6 91.2 83.2 82.1 　低い値がよいとされています。

一   高 146.6 154.1 151.7 159.7 151.9

二   高 148.1 141.6 149.4 138.3 117.9

幼稚園 152.4 262.1 194.5 266.2 249.2

参考 22年度 23年度 24年度 25年度

78.1 78.5 79.7 81.3

72.7 70.2 68.4 67.6

129.7 136.6 141.8 133.8

138.6 142.6 143.1 ―

理工系大学全国平均

高 校 青 森 県 平 均

幼 稚 園 青 森 県 平 均

同規模大学全国平均

理工系大学全国平均

高 校 青 森 県 平 均

幼 稚 園 青 森 県 平 均

同規模大学全国平均

40.0

55.0

70.0

85.0

100.0

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 
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110.0
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170.0
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230.0

260.0

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 

一 高 
幼稚園 

二 高 

大 学 

大 学 

一 高 

二 高 

幼稚園 
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5.教育研究経費比率

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度   教育研究経費/帰属収入×100

大   学 39.1 36.6 36.7 37.8 39.2 　高い値がよいとされています。

一   高 24.6 22.2 20.1 21.4 22.9

二   高 21.3 22.0 20.1 19.8 19.0

幼稚園 21.7 17.9 21.0 21.5 22.0

参考 22年度 23年度 24年度 25年度

33.3 33.2 32.7 32.8

38.8 39.5 40.5 37.8

24.8 26.1 22.1 21.5

33.7 34.3 34.7 ―

6.消費収支比率

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度   消費支出/消費収入×100

大   学 108.3 102.4 109.0 109.9 108.8 　低い値がよいとされています。

一   高 110.4 106.3 103.7 106.3 101.7

二   高 112.1 104.2 104.6 99.7 96.6

幼稚園 117.6 106.9 102.8 111.4 115.2

参考 22年度 23年度 24年度 25年度

116.3 112.4 109.0 111.0

120.1 108.9 107.8 107.8

107.5 109.5 105.6 104.0

112.1 108.8 106.6 ―幼 稚 園 青 森 県 平 均

高 校 青 森 県 平 均

幼 稚 園 青 森 県 平 均

同規模大学全国平均

理工系大学全国平均

高 校 青 森 県 平 均

同規模大学全国平均

理工系大学全国平均
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40.0

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 

90.0

100.0

110.0

120.0

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 

一 高 

二 高 幼稚園 

大 学 

大 学 
一 高 

二 高 

幼稚園 
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